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野生生物管理と持続的利用

松田裕之（東大海洋研）数理生態学・水産資源学、環境省植物レッドリスト、

エゾシカ保護管理計画、愛知万博環境影響評価、IWC科学委員会

本日のOHP資料（MicrosoftPowerPoint）は、http://cod.ori.u-tokyo.ac.jp/~matsuda/2002/020914w.pptから落手できます

なぜ捕鯨がいけないのか？
ミンク鯨は絶滅危惧種か?
捕鯨は管理できないのか?
日本政府は信用できないか?

捕鯨論争は外交戦略である
ミンク鯨は絶滅危惧種か?
–鯨類はすべてLower Risk(LR)
LRにはntとlcとcdがありhttp://www.biodic.go.jp/rdb/rdb_f.html、

後者の絶滅の恐れは僅少

–ミナミマグロは絶滅危惧種（CR）か？

IUCN判定基準の見直し（LR廃止）

CITES掲載要求見送る（CRなら附属書Iのはず）
捕鯨は管理できないのか?
予防原則と矛盾するか?

リスク評価は世界の趨勢

リスク管理を巡る岩波『科学』論争
科学的管理への疑念＝エゾシカ管理
RMP（フィードバック管理）は米加主導の順応的管理(adaptive management)の先行理念

日本政府は信用できないか?
過去の捕獲量の改竄疑惑

現在の監視体制

捕鯨はIWCが監視している

なぜ、国内漁業管理にRMPを適用しないか

「21世紀『環の国』づくり会議」報告書「順応的生態系管理の手法を確立して、生物多様性を確保する生態系管理を推進」http://
www.kantei.go.jp/jp/singi/wanokuni/010710/report.html
捕鯨論争は外交戦略である

欧米：反捕鯨は痛みのない免罪符

先住民生存捕鯨の是非（環境原理団体は反対）

伝統沿岸捕鯨の是非（鬼頭秀一『自然保護を問い直す』）

数少ない、日本が歴史的に正当な論争

予防原則を巡る情勢
不確実性への対処

ワシントン条約附属書改定基準見直しに関する各国意見

ゼロリスク論を巡る情勢

岩波科学10月号のリスク特集

http://cod.ori.u-tokyo.ac.jp/~matsuda/2002/risk02.html
http://cod.ori.u-tokyo.ac.jp/~matsuda/whale.html
自然保護と持続的利用の調和を目指して：商業捕鯨の新たな課題
WWFJの新見解を支持（略）

グリーンピースジャパン「クジラ問題を考える会」での話題提供
　反捕鯨団体として知られるグリーンピースジャパン（GPJ）が主催する第8回「クジラ問題を語る会」（2002年3月20日）で話題提供しました。そのときの私のレジメを以下に紹介します。「はたして、ミンク鯨が本当に絶滅のおそれがある種と思っている人は、グリーンピースやほかの自然保護団体の中にどれだけいるだろうか？意外なことに、あまりいないようである。」「では、クジラを捕るのに反対すれば、ほかの生物や自然が果たして守られるだろうか？私はそうは思わない。反捕鯨は科学の問題ではなく、欧米では人気を得やすいのだと、2001年のＢＢＣインターネットニュースでも紹介されている。」「クジラを捕るのを許せば、結果的に乱獲するに決まっていると思うかもしれない。」「持続的利用を達成する上では、むしろ逆だと思う。クジラこそ、世界の厳しい監視の下にある。世界中の海産生物資源の中で、もっとも管理を成功させ得る条件のそろった資源である。必要なのは、実際に管理を実行し、持続的利用の実績と教訓を積み上げることである。」
　グリーンピースジャパンの捕鯨問題に関する考え方をみると、ミンククジラが絶滅危惧種だからという主張はありません。乱獲に反対するという主張に異論はありませんが、IWC科学委員会が合意した改訂管理方式ほど、乱獲を防ぐための予防原則を重視した管理方式は、他の水産資源にはありません。「日本の管理能力に関する懸念」があるというのは、唯一理解できる理由です。これを払拭することが重要です。十分たくさんいる資源を利用することを諦めることは、日本の信用を回復することにはなりません。むしろ逆に、商業捕鯨を再開して管理責任能力があることを示すことが、日本の信用を回復させる道なのです。
必要なのは、環境団体が参画する管理体制の確立
　いま必要なのは、環境団体が商業捕鯨の管理体制に参画することです。これはIWCの場では達成されていますが、世界有数の捕鯨国である、日本国内での合意形成の場が確立されているとは言えません。日本政府と捕鯨業界は、いままでIWCの場で海外の捕鯨国や反捕鯨国と協議を重ね、科学的な議論を重ねてきました。この姿勢は今後も維持すべきです。しかし、最大の問題は、国内で有力な環境団体と合意形成の場を確保することです。これが、日本の信頼性を高めるのです。このための働きかけを行うことが重要です。
　いままで、少なくとも数十万頭いるクロミンククジラを絶滅危惧種と見なし、反捕鯨運動を続けてきた環境諸団体に対しては、日本政府にも根強い不信感があるかもしれません。今回のWWFジャパンの方針は、日本政府と全く同じ主張ではありませんが、十分科学的で理性的な対話が可能な主張だと思います。また、世界組織として反捕鯨運動を続けてきた経緯を考えれば、日本事務所がこのような方針を明確にし、世界本部とねばり強い議論を続けてきたことを評価すべきです。WWF世界本部の言うとおり、対立だけでは何も生まれません。科学的に合理的な主張をしていることを双方が標榜しているのですから、捕鯨業界と環境団体が合意形成を行う席を準備する時期にきています。それこそが、商業捕鯨を再開する最もたしかで現実的な道なのです。

条件付き捕鯨を認めた自然保護団体
2001年7月27日付インターネット上のプレスリリースによると、ＷＷＦ本部は、商業捕鯨と鯨肉の国際商取引を認め、それらを管理しなければ、ＩＷＣが将来商業捕鯨を再開し、再び非持続的な捕鯨に路を開く責めを負うことになるだろうと述べました。ＷＷＦ消息筋は、今年7月に行われた国際捕鯨委員会（ＩＷＣ）で南太平洋と南大西洋の鯨類サンクチュアリ提案が否決されたこと、及びすべての鯨類の捕獲枠を０にする提案が否決されたことに失望しているようです。捕鯨国日本を支持する国が将来増え、商業捕鯨が再開される恐れがあると述べています。
　同日付けのＢＢＣのインターネット上の記事によると、ＷＷＦのシェファード氏は今でも捕鯨を禁止すべきだと考えています。が、この主張が近い将来国際的に受け入れられなくなることを想定しているようです。「管理なき」捕鯨再開を阻むために、管理下の商業捕鯨を認める立場に転換したことが伺えます。さらに彼は、来年のＩＷＣ総会でもサンクチュアリや捕獲ゼロを可決できなければ、来年５月のＩＷＣ下関総会で、ＩＷＣがワシントン条約を無視する可能性が非常に高いと警戒しています。適切な管理体制ができなくても、2002年のワシントン条約締約国会議（ＣＩＴＥＳ）で南半球のミンククジラが附属書ＩからIIに格下げされ、国際商取引が部分的に認められるかもしれないと述べたそうです。この記事ではさらに欧州在住の事情通の人の匿名発言を紹介し、捕鯨を再開しても捕鯨国はそうたくさんは獲らない、英米豪蘭などの国々は実情をもっと知るべきである。捕鯨問題は有力な集票源であり、科学の問題ではないと述べたそうです。

 　この記者は、去年の記事で，南半球のミンククジラは個体数が多く、絶滅の恐れから程遠い状況にあることは周知の事実と明言しています。ＷＷＦが科学の問題を離れ，内心捕鯨に反対しつづけることは、私にとっては誠に遺憾ですが、彼らがなぜいま方針転換を表明したのか，十分に理解できません。商業捕鯨を管理下に置くことはＩＷＣの合意事項であり、すでに改訂管理方式（ＲＭＰ）は1994年に科学委員会で合意されています。あとは、監視方法などで合意し、ＩＷＣ総会が科学委員会の合意を受け入れるだけです。彼らの方針転換の表明が、実質的にどのような建設的な提案をもたらすかは不明であり，捕鯨国に自信を与えるだけのような気もします。
　いずれにしても、彼らの方針転換は、管理下での捕鯨を考える私たちにとって、歓迎すべきものです。管理の輪の中に、理性的な自然保護団体が参画することは、何ら問題がありません
　これは鯨だけの問題ではありません。ＷＷＦが言うとおり、ＣＩＴＥＳで（差し迫った絶滅の恐れがないとわかっているミナミマグロのようなものも載せる）過度な予防原理を採用しない附属書掲載基準が2002年11月にできることは、十分考えられます。ＣＩＴＥＳ事務局が・・・public commentを求めていた原案（Review of the criteria for amendment of Appendices I and II）は、私たちがIUCNの絶滅危惧種判定基準見なおしのときに主張したことに、概ね合致しています。事務局がこのような案を出すことは毎度のことで，これから「復活折衝」が始まるわけですが、ＣＩＴＥＳが持続的利用を認めるような附属書掲載種の判定基準を決めれば、自然保護団体は全面禁止を訴えるだけでなく，管理に関与しないといけなくなります。今回のＷＷＦの方針転換は、その兆しかもしれません。
参考資料（上記サイトから参照ください）

IWC下関総会での各国の投票態度

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/whale/pdfs/iwc_kg.pdf

きわめて低い絶滅リスクを避けるべきだと主張する反捕鯨地域団体

Matsuda noted several assumptions of the model that he felt were inappropriate and unrealistic: 1) catch is assumed to be indefinitely constant or indefinitely proportional to population size; 2) the time scales were far too long (1045 years); 3) given the time scale, the model inappropriately ignores adaptation and evolutionary effects; and 4) the model generally ignores the conservative nature of the RMP. Wallace responded that the long time-scale was necessary to examine the mechanisms of the interaction between environmental variability and exploitation. (J. Cetacean Res. Managem. 4 (suppl) p.95 2002).

ＡＢＣ算定のための資源管理基準と漁獲制御ルール（平成１３年度）http://abchan.job.affrc.go.jp/digests13/kijyun13.html
２）漁獲方策と資源管理基準

資源管理目標を達成するため、漁獲係数Ｆを適正な水準に設定する漁獲方策（漁獲率一定方策）を基本とし、ＡＢＣ算定における標準的な管理基準と漁獲制御ルールを示す。資源管理基準の設定に当たってはできるだけ年齢構成を考慮した方法（例、Sissenwine and Shepherd，1987）や再生産情報（再生産関係、産卵資源量）に基づいて行うこととし、Ｆmsy（あるいは代替値としてのＦmed、Ｆx%、Ｆ0.1など国際的にも広く用いられている資源管理基準）を適用するものとする。しかし、上記の方法を適用するに十分な情報が得られていない場合やシミュレーションが適切な場合は、担当者（機関）の専門家としての判断により上記以外の管理基準を使用することができる。なお、産卵群を対象に漁業が行われ再生産関係が明瞭な場合の産卵資源量一定方策、利用可能な情報が漁獲量や資源の相対値に限られる場合のフィードバック管理方策など資源の特性や利用可能な情報の程度によってはＦ以外の管理基準を設定して差し支えない。

岩波『科学』10月号リスク特集

松田「私は、この両者を統合的にとらえなければ、妥当な環境政策は成り立たないと考えている。リスクをゼロにすることが不可能であるというだけでなく、リスクをどうとらえるかに、人間の価値観、自然観そのものが問われていると考えている。」

鬼頭「特定の有害化学物質だけに脚光を浴せてしまうと・・・人工物に限らず、枯れ葉や剪定枝のような自然物も問題になってくる。」「ダイオキシンの危険性のためには、その原因となる屋敷林や雑木林も全部伐ってしまった方がすっきりするということになりかねない。」「しかし、私たちは、そのような環境を望んでいるわけではない」「（自然物も人工物も）しかし、いわゆる科学的な「リスク」としては、同じなのである。」「ダイオキシンは微量でも危険だとして、それの徹底的排除、つまり、リスクはなるべくゼロになることを目指す方向の考えがある・・・確かに、ダイオキシンは存在しないかもしれないが、そのことを突き詰めても、はじめに述べたように、総体としての私たちの環境をよりよいものにするという観点から必ずしも望ましい社会にはなりそうもない。」「それに対して、リスクを前提として、ある程度許容しながらそれを選択していこうとする立場も存在する。私たちが生活する際に、何らかのリスクはやむを得ないということを前提として、リスクをゼロにするのではなく、リスクとどうつきあうのかという立場を取る。現在、盛んに議論されているリスク論では、基本的にこのように考えている。しかし、その中でも、「リスク」を科学的に客観的に評価可能でそれをもとに意思決定するべきかどうかで、考え方が分かれる。」

ワシントン条約附属書改定基準見直しに関する各国意見

http://www.cites.org/eng/cttee/standing/46/46-14A3.pdf
（ここで「JP」という文字を検索すると、動植物委員会議長らが作った改訂案は、日本の見解に近いことがわかる）
RESOLVES that when considering a proposal to amend Appendix I or II, the Parties shall act in the best interest of the species concerned and of its conservation, and adopt measures that are proportionate to the anticipated risks to the species;

AU: Determining the risks or anticipated risks may be difficult. Precautionary Principle should thus be applied. There may be considerable uncertainty about the risks and in such cases the Parties should be guided to applying a cautionary and conservation based approach.
JP: We welcome the clearer wording by deletion of ambiguously defined phrase “precautionary principle”.
RESOLVES by virtue of the precautionary principle and in cases of uncertainty, that when considering a proposal to ...

RESOLVES that annotations to proposals to amend Appendix I or Appendix II should be made in accordance with the applicable Resolutions of the Conference of the Parties and on the basis of the best scientific advice; Explanation: The paragraph draws attention to the relevant Resolutions, and emphasises that the annotations should be scientifically meaningful, 

AU: Foresee no problems with proposed new text. Would hope that these matters were self evident. The term “scientific evidence [Secretariat: advice?]” should however be expanded to include other evidence such as trade information which may not be covered by the term “scientific”. SSN: Opposes the inclusion of this new paragraph. We particularly oppose the addition of the words “on the basis of the best scientific evidence [Secretariat: advice?]”. “Best scientific evidence” is not defined, and the third RESOLVES already states that “proposals...should be based on the best information available.” ハンガリーも同じ誤植 JP: We support insertion of this statement. However, the definition/explanation of “quantitative evaluation” should be added to the Annex 5. We suggest the following (adopted from the “2000 IUCN Red List of Threatened Species”) for the definition of “quantitative evaluation”: The technique of population viability analysis (PVA), or any other quantitative form of analysis, which estimates the extinction probability of a taxon or population based on the known like history and specified management or non-management options. In presenting the results of quantitative analyses, the structural equations and the data should be explicit.

RESOLVES that annotations to proposals to amend Appendix I or Appendix II should be made in accordance with the applicable Resolutions of the Conference of the Parties and on the basis of the best scientific advice, be specific and accurate as to affected parts and derivatives and should, to the extent possible, be harmonized with existing annotations;
